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東日本大震災発生時における学校の対応等調査報告のまとめ

平成23年８月29日

この報告は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災発生時の学校の対応

や被災状況等について、市立小学校及び中学校全26校を対象に調査を実施し、

その結果をまとめたものである。

１ 東日本大震災の概要

(1) ３月11日 午後２時46分発生

ア 震源地 三陸沖 北緯38度 東経142・9度 牡鹿半島の東南東約130キ

ロメートル付近

イ 震源の深さ 約24キロメートル

ウ マグニチュード 9.0

7.9（当初推定）

8.4（午後４時修正)

8.8（午後５時35分再修正)

9.0（３月13日再々修正）

エ 浦安市猫実の震度 震度５強

オ 警報等の発令

・３月11日午後３時14分 津波注意報(東京湾内湾)発令

・ 〃 午後３時30分 津波警報(東京湾内湾)発令

・３月12日午後１時50分 津波注意報に移行

・３月13日午前７時30分 津波注意報解除

(2) ３月11日 午後３時15分発生

ア 震源地 茨城県沖 北緯36.0度 東経141.2度 犬吠崎の北東約50キロ

メートル付近

イ 震源の深さ 約80キロメートル
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ウ マグニチュード 7.４

エ 浦安市猫実の震度 震度５弱

※東日本大震災に属する地震のうち震度５以上のもののみ記す。

２ 浦安市の対応

(1) 災害対策本部

ア ３月11日午後３時50分 災害対策本部設置

イ 〃 午後５時00分 各避難所の開設指示

(2) 教育委員会事務局

ア 市内市立小･中学校への対応

３月11日午後３時15分決定

午後4時改定（下線部分）

先ず、教育委員会事務局職員を８中学校区に分け、直行させる。

１ 小学校、中学校ともに帰宅させず、学校に留めておく。

２ 全員の安全を確認する。

３ 校舎・周辺及び通学路の安全確認

４ 保護者と連絡が取れ、安全確認ができれば帰宅させる。この際、

児童育成クラブに行く子供は、児童育成クラブに預けること。

５ 学校によっては、集団下校可能だが、できるだけ保護者が帰るま

で学校に待機させること。�����

※ これらについて、5時を目途に教育委員会へ報告すること。��

イ 千葉県教育委員会教育長及び千葉県教育庁葛南教育事務所長への報告

と要望

３月16日、千葉県教育委員会教育長及び千葉県教育庁葛南教育事務所

長に対し、次の点について報告及び要望を行った。

○平成23年東北地方太平洋沖地震の発生に伴う浦安市教育委員会の対応

等について（第一報）

○児童生徒の課程の修了又は卒業の認定等に当たっての弾力的な対処に

ついてのお願い
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３ 学校の被害概況等

(1) 人的被害

市立小学校18校の児童（11,200人）及び市立中学校８校の生徒（3,887

人）並びに教職員（1,045人）に死者、負傷者などの人的被害は生じてい

ない。

(2) 学校施設の被害

学校の施設については、中町･新町地区に所在する小･中学校の多くにお

いて、地震の液状化現象による被害が生じた。（小中学校26校中18校）

主な被害状況は、次のとおりである。

ア 校舎、体育館

校舎及び体育館の建物自体には、一部クラックなどが見られたが、窓

ガラスが一枚も割れていないなど、大きな損傷は見られなかった。

イ 校庭及び建物の周囲

液状化現象により、校庭の表層へ大量の土砂が噴出し、小学校12校及

び中学校５校において校庭が使用不能となったほか、地盤が沈下したこ

とにより、校舎や体育館の建物周りが沈下し段差が生じ、地下に埋設し

てある給・排水管等が断裂したため、多くの学校で、上･下水道設備等

が使用できなくなった。

ウ プール

プールについては、地震及びその液状化現象による亀裂の発生やプー

ルサイドが傾斜するなどの被害が生じた。また、給･排水設備も大きな

損傷を受け、小･中学校全26校中、12校において使用できない状態とな

っている。

エ その他の施設

一部の学校では、液状化現象により防球ネットの支柱、外付けのエレ

ベーター棟、校庭内の仮設校舎や体育器具倉庫が傾く等の被害が生じた。

防球ネットの支柱で倒壊の危険性のあるものについては、早急に撤去

工事を実施した。また、外付けのエレベーター棟、仮設校舎及び体育器
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具倉庫については、現在のところ使用できない状態となっている。

(3) ライフライン関連の被害

ア 電気

電気については、３月11日午後９時頃まで停電していた高洲小学校を

除く17小学校及び８中学校については、通常通り使用できた。

イ 水道、下水道、ガス

地盤が沈下したことにより、校舎や体育館の建物周りが沈下し、地下

に埋設してある給・排水管等が断裂したため、多くの学校で、上･下水

道設備等が使用できなくなった。

水道については11小学校及び６中学校、下水道については10小学校

及び６中学校、ガスについては６小学校及び３中学校において使用不能

となった。

４ 地震発生時の学校の状況

(1) 地震発生時の在校児童･生徒の状況

地震が発生した際、児童･生徒らは、「授業を受けていた」、「部活動

をしていた」、「放課後の補習を受けていた」、あるいは、「下校指導中

であった」など、様々な状況で被災した。また、被災場所についても、教

室、廊下、体育館、校庭、昇降口など様々であった。

なお、学年末であったため短縮日課を採っていた学校も多く、既に下校

した児童･生徒も多くいた。

(2) 避難行動の状況

各学校では、地震発生とともに緊急校内放送により「机の下に入り自ら

の安全を確保すること」などの具体的な避難指示が行われ、児童･生徒も

冷静に、これらの指示に従い、適切な避難行動がとれた。

(3) 津波警報発令時の対応

地震発生後、津波警報が発令されたのを受け、校舎の３階や屋上に児童

らを避難させる等の対応を採った学校は、美浜北小学校など４校程度あっ

た。しかしながら、避難行動や児童･生徒の保護者への引渡し業務に追わ
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れ、津波警報が発令されたことを確認できなかった学校もあった。

多くの学校では、津波による被害はないものと判断し、従前の避難計画

どおり校庭に避難した。また、液状化現象により校庭が使用不能となった

学校においては、体育館や教室、あるいは、隣接する公園へ避難した。

(4) 児童・生徒の保護者への引渡し状況

短縮日課で地震発生時は、生徒全員が下校していた中学校が１校、また、

部活動や補習で在校していた児童すべてを教員が住居入口まで引率し、下

校させた小学校が１校あった。これらを除いた他の小・中学校では、来校

した保護者へ児童・生徒の引渡しを実施した。

なお、このうち小学校１校では、来校した保護者に引き渡すとともに、

保護者が来校していなかった児童については、教員が自宅まで引率し、保

護者に引き渡した。この際、保護者が不在の場合は、児童を学校に連れて

帰り、留め置いた。また、中学校２校では、来校した保護者に生徒を引き

渡すとともに、他の生徒については、通学路の安全確認を行った上で、教

員が引率し、集団下校とした。

通常、保護者への連絡は、学校からの電話や携帯電話の一斉メール配信

など行っているが、発災時以降は、いずれもつながりにくい状況であった。

しかしながら、自主的に来校した保護者が多かった。その一方で、保護者

自身が勤務先から帰れず、帰宅困難者となっていたケースも多く、最終的

に児童･生徒合計で約50人の引渡しが翌日となった。

なお、最後の引き渡しは、発災から24時間以上経った翌３月12日

午後３時25分であった。

(5) 避難所としての学校施設の状況

ア 指定避難所の開設

市災害対策本部から、全小･中学校に対し、「３月11日午後５時をも

って各学校を指定避難所として開設すること」の指示があった。

各学校には、避難所開設指示がでる前から、多くの市民が自主的に避

難してきたため、一部の小学校では、児童の引渡しと重なり混乱が生じ

た。
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イ 学校における避難エリア

学校において避難場所として提供したエリアは、その多くが体育館で

あったが、津波や防寒への対処や、乳児を持つ親への対応などの配慮か

ら、必要に応じてエアコンの設置されている教室等を提供していた学校

もあった。

ウ 備蓄備品等の状況

避難所に設置されている備蓄倉庫内の備蓄備品等の一覧資料が学校に

提供されていなかったことや、備蓄倉庫の鍵の所在が伝達されていない

学校があったことなど、避難所の運営に一部支障が生じた学校もあった。

また、備蓄備品の中には、錆びや電池液の漏れにより使用不能の懐中電

灯など不備なものも多くあったほか、必要な備品が不足していたり、備

品自体の使用方法がわからないなど、課題が浮き彫りとなった。

エ 受け入れ避難者数等

各学校で把握した避難者の総数は、３月11日夕刻時点で約5,300人と

なった。その内訳は、市民などが約3,600人、帰宅困難者が約1,700人で

あった。

避難者の中には、病院施設が被害を受け、患者及び医師約70人が小学

校に避難してきたケースや、私立高校の生徒及び教員の約500人が小学

校に避難してきたケースのほか、テーマパークに来園していた県外の中

学生約500人が小学校（2校）へ避難してきたケースがあった。

オ 避難者の状況等

避難者自身が、食事、毛布、ストーブ等の運搬作業を積極的に手伝う

光景が見られた。また、地域ごと、グループごとに責任者を決め、責任

者同士がお互いに協力していたケースも複数校で見受けられた。

５ 学校から報告された主な課題

(1) 児童・生徒に対する被災時の安全指導に関すること。

・登下校時、あるいは下校後、一人で家にいる時に被災した場合の具体的

な避難方法等の指導が必要であること。

(2) 避難場所に関すること。
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・地震（液状化）、高潮、津波などを想定した二次避難場所の設定及び避

難訓練が必要であること。

・隣接する幼稚園、保育園、児童育成クラブとの連携した防災計画、避難

訓練が必要であること。

(3) 保護者等への引渡しに関すること。

・電話がつながらない状況に陥るなど保護者への緊急時の連絡方法の検討

が必要であること。

・児童が利用する児童育成クラブ、また、兄弟・姉妹が通う幼稚園、保育

園との引渡しルールの共通化や合同訓練などが必要であること。

・帰宅できない児童・生徒が学校に宿泊することとなった場合を想定した

対策について検討する必要があること。

・中学校においても引渡し基準の作成や、引渡し訓練の実施を検討する必

要があること。

(4) 避難所の開設運営に関すること。

・避難所開設運営マニュアルが必要であり、また、液状化や津波を想定し

たマニュアルも必要であること。

・市職員は、学校の避難訓練に年１回は参加し、避難所開設や運営の手順

を理解しておく必要があること。

・仮設トイレ等の設置場所については、各学校において、防災課とあらか

じめ協議しておく必要があること。

・防災備蓄倉庫の管理者である防災課は、倉庫の鍵の保管や防災備品の内

容及び使用方法について、学校に対して周知しておく必要があること。

・避難所となった体育館などにテレビ等を設置するなどして、避難者に災

害情報を適時提供できるよう検討が必要であること。

・猫犬等のペットを連れて避難してくる避難者も多いことからペット対策

も必要であること。
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東北関東大震災・緊急アンケート調査票

1.　被害の状況についてお聞かせください。

（1）地震による被害がありましたか？ A　有　　・　　B　無

（2）被害があったのは？ A　事業所　　・　　B　自　宅　（お住まいの地区　　　　　　　　　　　）

（3）被害の状況は？ A　建物の損害　・　B　液状化　・　C　設備及び備品の破損

　　（複数回答可） D　その他（ ）

　
（4）①営業又は操業について A　正常に営業又は操業出来ている　　　

B　休業していた又は休業している　→　②へ

 　　②被災後再開までにどの程度かかりましたか、又は見込めますか？

　　　　A　一週間後　・　B　半月後　・　C　一か月後　・　D　三か月後　・　E　見込みが立たない

（5）営業又は操業に支障のあるものは？
A　電気　　・　　B　ガ　ス　　・　　C　水　道　　・　　D　下水道　

2.　困っていることについてお聞かせください。（資金繰り・保険・労働など）

3.　その他ご意見がありましたらご記入ください。

事業所の所在地 （いずれかを○で囲んでください。）

　　　　当代島　・　北栄　・　猫実　・　海楽　・　堀江　・　富士見　・　東野　・　舞浜　・　美浜　・　入船

　　　　日の出　・　明海　・　富岡　・　弁天　・　今川　・　鉄鋼通り　・　港　・　高洲　・　千鳥

業　　種 　　　小売業　・　飲食業　・　卸売業　・　製造業　・　サービス業　・　建設　・　不動産業　
　　※主たる業種

　　　ご協力ありがとうございました。

お手数ですが、3月31日までにFAX又は返信封筒でご回答ください。 FAX　047-350-6698

事業所名

  お問合わせ  

浦安商工会議所 
TEL 047-351-3000 

FAX 047-350-6698 



東北関東大震災・緊急アンケート調査結果
２３年３月２２日～
２３年４月４日迄で５６６件の回収。 浦安商工会議所

１．地震による被害

有 無
336 230
59% 41%

２．被害状況

建物の損害 液状化 設備及び備品の損壊 その他
137 208 153 102
23% 35% 26% 17%

３．営業までどの程度かかったか、又は見込めるか

一週間後 半月後 一ヶ月後 三ヶ月後 見込みが立たない
78 29 18 5 24

51% 19% 12% 3% 16%

336 

230 

地震による被害の有無 

有 

無 

137 

208 

153 

102 

被害状況 

建物の損害 

液状化 

設備及び備品の損

壊 
その他 

78 

29 

18 

5 

24 

再開までの期間又見込み 

一週間後 

半月後 

一ヶ月後 

三ヶ月後 

見込みが立たない 



４．営業に支障があるもの

電気 ガス 水道 下水道
185 42 157 126
36% 8% 31% 25%

185 

42 157 

126 

支障があるもの 

電気 

ガス 

水道 

下水道 



第２３０号 平成23年５月１日（3）

〒279-0004 千葉県浦安市猫実1-19-36　TEL 047-351-3000　http://www.urayasu-cci.or.jp.

１．地震による被害

・有336件（59％）

・無230件（41％）

　半数以上の事業場もしくは自宅

に被害があったという結果でした。

２．被害状況（複数回答有）

・建物の損壊137件（23％）

・液状化208件（35％）

・設備及び備品の損壊153件（26％）

・その他102件（17％）

　液状化の被害が一番多く、その

他の中には商品が損壊してしまっ

た、駐車場に段差ができた等の回

答がありました。

３．再開までの期間又見込み

・一週間後78件（51％）

・半月後29件（19％）

・一ヶ月後18件（12％）

・三ヶ月後５件（３％）

・見込みが立たない24件（16％）

　一週間後には再開できたという

事業者が半数だったが、再開して

も開店休業状態という店舗も多

く、未だに再開の見込みが立たな

いという事業者もあるという結果

となりました。

４.営業又は操業に支障があるもの

（複数回答有）

・電気185件（36％）

・ガス42件（８％）

・水道157件（31％）

・下水道126件（25％）

　計画停電により営業に支障があ

るという回答が一番多く、水道・

下水道が使えずに営業が制限され

てしまうという回答も多数ありま

した。

５．困っていること（複数回答有）

・計画停電121件（37％）

・資金繰り49件（15％）

・売上減少30件（９％）

・下水道関係26件（８％）

他にも回答がありましたが、多く

寄せられた４つをご報告させてい

ただきます。

　計画停電により事業計画が立て

られないという回答が多く、それ

により営業・操業時間が少なくな

り従業員の労働時間を確保出来な

い、給与をどうするかという回答

がありました。また、売上が減少

し資金繰りに困っているという回

答も多く深刻な問題となっていま

す。

アンケートのご協力ありがとうご

ざいました。

※アンケート実施期間（３月24日～

３月31日）回収566件

　金融・労務・税務等事業のこと

でお困りのことがございました

ら、些細なことでも構いません。

どうぞご利用ください。

　緊急特別相談窓口設置中

　中小企業相談所

　電話047－351－3000

「東日本大震災」 緊急アンケート集計結果

セーフティネット保証（５号）
＜直接被害を受けた方、間接被害を受けた方の両方が対象＞

１．制度概要
①対象者
　指定された業種（※１）に属し、売上高の減少等（※２）について、市区町村の認定を受け
た中小企業が対象です。

※１：平成23年４月１日～９月30日については原則全業種である82業種が対象（農林水産業、金融業等は対象外）
※２：基準（平成 23 年４月１日～９月 30 日については、以下イ）～ハ）のいずれかを満たす必要があります）

　イ）最近３か月の売上高等が前年同期比５％以上減少

　ロ）製品等原価のうち 20％を占める原油等の仕入価格が 20％以上、上昇しているにもかかわ

らず、製品等価格に転嫁できていない中小企業者

　ハ）東北地方太平洋沖地震の発生後、原則として最近１か月間の売上高等が前年同月比 20％以上減少、

かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期比 20％以上減少が見込まれること

②保証限度　無担保８千万円、最大２億８千万円

　　　　　　・一般保証と別枠。災害関係保証と同枠。

　　　　　　・融資額の全額を保証。

③保証料率、保証期間　各信用保証協会にお問い合せ下さい。

２．お申し込み手続の流れ
①利用者の本店（個人事業主は主たる事業所）所在地の市区町村の商工担当の窓口に認

定申請（その事実を証明する書面等があれば添付）
②認定書の発行を受け、③認定書を持参して、希望の金融機関に保証を申し込む必要が

あります。

３．お問い合わせ先　　千葉県信用保証協会　電話 043-221-8181
※審査の結果、ご希望に添いかねる場合があります。

　商工会議所では、３月11日に発生した東日本大震災による会員の皆様の被害状況を把握する

ため、直ちに訪問や電話での聞き取り調査を実施いたしました。

　更に全会員に向け緊急アンケートを実施し、市内全体の被害状況についても調査いたしました。



お問合わせ 浦安商工会議所 中小企業相談所 TEL 047-351-3000 

東日本大震災による被害状況などに関するアンケートご協力のお願い 

３月１１日の東日本大震災によりまして、被災された皆さま、そのご家族の方々に心よ

りお見舞い申しあげます。さて、過日皆様の被害の状況について、緊急アンケートを実施

させていただいたところでございますが、浦安市及び商工会議所では、さらに被害金額の

把握や今後の対応に資するため、再度アンケートを実施させていただきます。 

下記項目について、お答えいただける範囲で結構ですので、お手数ですが６月１５日ま

でにＦＡＸにてご返信をお願い申しあげます。 

 

１．事業再開までの期間について 

 ア．被害なく再開 イ．１週間後 半月後 ウ．１か月後 エ．２か月後  

オ．見通しがたたない カ．閉鎖した キ．その他（            ） 

 

２．「事業用建物（事務所・店舗・工場等）」への被害について。施設名、被害額（概算）

などについてお答えください。 

 ア．被害なし 

 イ．被害あり → 施設名  事務所・店舗・工場・外溝・その他（     ） 

          被害箇所 屋根・天井・壁・床・窓・駐車場・その他（    ） 

          総被害額 約          円 

 

３．「機械器具・設備・什器・備品など」の被害について 

 ア．被害なし 

 イ．被害あり → 機械器具・事務機器・事業用車両・その他（          ） 

          総被害額 約          円 

 

４．「原材料・商品・製品など」への被害について 

ア．被害なし 

 イ．被害あり → 原材料・商品・製品・その他（            ） 

          総被害額 約          円 

 

５．「売上高」への震災の影響について 

 ア．被害なし 

 イ．被害あり → ①最近３か月間の売上高が前年同期比 約     ％減少 

          ②今後、数か月間の売上高の見通し  約     ％減少見込 

 

６．資金繰りについて 

   融資額（予定）運転資金    万円・設備資金    万円 

 

７．その他ご意見やご要望などがありましたら、ご記入ください。 

 

                                               

 

事業所名                業  種               

ご協力ありがとうございました。返信 FAX ０４７‐３５０－６６９８ 



東日本大震災による被害状況などに関するアンケート
２３年６月１日～会員事業所と鉄鋼団地協同組合員にアンケートを実施。
２３年６月１５日迄で１２２件の回収。

１．事業再開までの期間について

被害なく再開 １週間後・半月後 １か月後 ２か月後 見通しが立たない 閉鎖した その他
50 47 4 4 0 0 15
42% 39% 3% 3% 0% 0% 13%

２．事業用建物への被害

有 無 平均　2,104万円
100 22 （71件）
82% 18%

①施設名

事務所 店舗 工場 外溝 その他
60 3 73 41 24
30% 1% 36% 20% 12%

50

47

4

4

0 0 15

事業再開までの期間 被害なく再開

１週間後・半月後

１か月後

２か月後

見通しが立たな

い

100

22

事業用建物の被害

有

無

60

3

73

41

24

施設名 事務所

店舗

工場

外溝

その他



②被害箇所

屋根 天井 壁 床 窓 駐車場 その他
8 12 39 62 15 26 22

4% 7% 21% 34% 8% 14% 12%

３．機械器具・設備・備品などの被害

有 無 平均　929万円
56 66 （42件）
46% 54%

機械器具 事務機器 事業用車両 その他
37 3 1 14
67% 5% 2% 25%

8
12

39

62
15

26

22

被害箇所 屋根

天井

壁

床

窓

駐車場

その他

5666

機械器具などの被害

有

無

37

3

1

14

被害箇所
機械器具

事務機器

事業用車両

その他



４．原材料・商品・製品などの被害

有 無
36 92 平均　420万円
28% 72% （22件）

原材料 商品 製品 その他
9 17 11 0

24% 46% 30% 0%

５．売上高への影響

有 無 最近３か月の前年同月比▲24％減少 （60件平均）
74 48
61% 39% 今後数カ月の売上高見通し▲19％減少見込 （55件平均）

36

92

原材料などの被害

有

無

9

17

11
0

被害箇所
原材

料
商品

製品

74
48

売上高への影響

有

無


